【様式１号】

令和　　年　　月　　日

山梨県知事　　　　　　　　　　　殿
住　　　所

商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

提案参加資格申請書
　次の提案に参加表明しますので、関係書類を添付の上、申請します。

　１　提案に付する業務名　
ビジネスアイデアコンペ開催事業
　２　添　 付　  書　 類
会社概要等整理表（様式２号）
会社概要が把握可能な書類（会社パンフレットなど）
企画提案書（様式３号）
見積書（様式４号）
誓約書（様式６号）
財務諸表の写し（直近のもの）
登記簿謄本の写し
　　　　
【様式２号】
会 社 概 要 等 整 理 表

	企画提案者
	会社（団体）名
	連絡担当

者
	所　　属

	
	
	
	役職・氏名

	
	所　在　地
	
	

	
	
	
	電話番号（内線）

	
	ホームページアドレス
	
	ＦＡＸ

	
	
	
	E-mail


＜会社（団体）の概要＞

	設 立 年 月
	
	資本金（百万円）
	

	売上金（百万円）
	 
	従業員数（人）
	

	山梨県との契約を行う事業所（商号又は名称、所在地、代表者の役職・氏名）
	
	関 連 会 社
	


· 会社概要など参考となる資料を添付してください。

　＜本事業に関連する取り組みの実績＞

	事業名等
	

	主な内容
	

	業務名等
	

	主な内容


	


【様式３号】

企　画　提　案　書

	記入日
	令和 　　 年  　　月 　　 日

	１ 企画提案名　

　

	２ 応募事業者名

	企業名等
	

	３ 見積額

金　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（消費税及び地方消費税含む）

	４　企画提案書のアピールポイント

※　企画内容のアピールポイントを簡潔に記載してください。記載欄は適宜拡張して使用してください。




	５ 企画提案

※仕様書に定める内容を下記の項目に沿って、具体的に提案して下さい。

　提案１　ビジネスプラン策定のための研修内容・講師・メンター
　提案２　ビジネスプランを審査する審査委員の具体的な選定基準、候補者
　提案３　ビジネスプラン審査の着眼点・ノウハウ
　提案４ 審査会の具体的な審査項目、ポイント
提案５　起業促進の機運を醸成するビジネスプランコンテストの開催手法、ＰＲ手法、開催概要（日時、場所、内容）
　提案６　参加者に対する支援を充実させるための協賛企業や、参加者に対する資金調達を円滑にするための金融機関等の候補
　提案７　受賞者の効果的な発表方法（マスコミ、業界向けの売り込み等）
　提案８　参加者の裾野を拡大するためのプレイベントの開催手法、ＰＲ手法、開催概要（日時、場所、内容）




※A4縦に記載し、不足の場合は行を拡張してください。

※参考となる資料（補足資料）を適宜添付してください（A4、縦横自由）。

【様式４号】
見　　積　　書
	事業者名
	印　　　

	

	見積金額合計
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

（消費税及び地方消費税含む）


· 積算内訳を別途添付してください。

【様式５号】

	山梨県産業労働部成長産業推進課　あて
E-Mail：seichosangyo@pref.yamanashi.lg.jp
送付日：　令和　　年　　月　　日




質　問　提　出　書
	会　社　名
	
	住　所
	

	　所属部署名
	
	　ＴＥＬ
	

	　質問者氏名
	
	　ＦＡＸ

　E-Mail
	

	


【様式６号】
誓　　　　約　　　　書

私は、下記の事項について誓約します。

なお、県が必要な場合には、山梨県警察本部に照会することについて承諾します。

また、照会で確認された情報は、今後、私が県と行う他の契約等における身分確認に利用することに同意します。

記

１　自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。

（１） 暴力団 （暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

（２） 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

（３） 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者

（４） 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的若しくは積極的に暴力団の維持・運営に協力し、又は関与している者

（５） 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者

（６） 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が上記（１）から（５）までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結している者
２　１の（２）から（６）に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人ではありません。

令和　　年　　月　　日

山梨県知事　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　〔 法人、団体にあっては事務所所在地 〕
住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       
　　　　　　 　　　　　 〔 法人、団体にあっては法人・団体名、代表者名 〕
（ふりがな）　
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞ 
生年月日　　　　　年　　月　　日
